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は じ め に

紙は文化のバロメーターと呼ばれるように，

紙の消費量は経済発展の物差しとされている。

近年におけるわが国の紙・板紙の消費量は世界

でも上位に位置し，紙は生活に欠かせないもの

となっている。

現在の日本は消費大国であるが，採取される

資源は少なく，資源の多くを海外に依存してい

る。そのため“資源枯渇論”は多くの市民から

関心を集めた。こうして最近では，私たちの周

りには資源を大切に使うためのリサイクルに関

する政策や活動が増え，それに関わる機会が増

えた。

日本製紙連合会では，古紙回収の徹底やリサ

イクル製品の利用拡大など古紙利用率の向上を

目的とし，国民や企業に対して協力を呼びかけ

ている。国もまた資源循環型社会の構築を目指

すため，2000年５月に「国等による環境物品等

に関する法律」いわゆるグリーン購入法 を公

布し，2001年４月に施行した。これに伴い，各

自治体も資源循環型社会を形成するための重要

な役割の１つとしてリサイクル事業を開始し

た。例えば，一般ごみの約６割を占める容器包

装廃棄物を“資源ごみ”として回収，また同時

に古紙の集団回収を行い，市民が分別し，それ

を自治体が回収し，最終的にはそれを古紙業者

が引き受ける形となっている。

ところで，自治体によるリサイクル事業の目

的は「資源枯渇」ではなく，「廃棄物処分場の枯

渇」である。この枯渇に対処する最もよい方法

は焼却処理であるが，これは資源の枯渇に配慮

していないとして市民の支持が得られていな

い。また，ダイオキシン発生の問題もあり，強

硬な反対論にさらされた。そのため，自治体は

廃棄物処分場の枯渇問題をリサイクル事業で解

決することにしたのである。

本論文では，行政がこのリサイクル事業を行

うことにより古紙や古繊維を取り扱う古紙業者

の受けた影響，またその解決法を地球環境的視

点と経済学的視点を取り入れて考える。
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Ⅰ 行政のリサイクル事業による古紙業

界への影響

ⅰ 公共政策としての古紙リサイクルの歴史

古紙回収の始まった理由は，古紙を再生する

と，パルプから作るよりも安い製品を作ること

ができて，それを市場で売れば儲けることがで

きたことにある。十数年前までは日本全国どこ

でもちり紙交換車が頻繁に走り，古新聞や古布

を回収し，代金やトイレットペーパーなどと交

換した。つまり，かつての古紙回収業者は純市

場経済内で活動した。

日本の古紙リサイクルが公共政策の対象とし

て意識されるようになったのは，戦時経済体制

と同時期であった。日中開戦と共に，山林労働

者が徴兵され木材資源の不足から古紙の回収利

用は国策のひとつと位置づけられたのである。

1938年，商工省は資源の愛護運動を推進して，

1941年には，厚生省の通達に基づき全国で廃品

回収運動が盛んになったが，そのはじめは古紙

であった 。

戦後，この国策運動は終了したが，ちり紙交

換回収はやはり盛況だった。ところが，1980年

代後半から市町村の行政的支援のもとで町内会

回収が始まり，「資源回収」は収集人の代わりに

市民の奉仕活動によって支えられるようになっ

た。この時期に資源回収と自治体の公共政策と

が結合したのである 。そして，製紙産業にとっ

ては古紙回収に国や自治体の協力を得ること

は，古紙が安価に確保できて好都合であった。

その後，バブル崩壊を機に古紙リサイクルの

主要目的は，産業の資源戦略から自治体による

廃棄物の減量手段へと変化していった。その徹

底を図るために新制度の構築が公に提言される

ようになった 。結果，1990年以降わが国の古

紙回収率と利用率は，図１に示すように向上し

た。

ⅱ 古紙回収業者の現状

このようにして廃棄物問題が社会問題として

取り上げられるようになり，ごみ減量を目標に

掲げた行政が古紙リサイクルに介入してきた。

行政のリサイクル事業開始以後，古紙回収業者

はその受け皿として，行政の行う集団回収に協

力した。

製紙メーカー購入価格は第一次（1974年）・第

二次（1980年）のオイルショック時を例外とし

て，図２が示すように1988年頃までは20～30

円/kgであり，回収業者経費約10円/kg，問屋

経費約８円/kgの採算ラインを上回っていた。

ところが，リサイクルが推奨された結果集団回

収が進み，1991年に焼却から原料・再生を目的

にして廃棄物処理法が改正され ，行政の介入

によって古紙は過剰供給となり，市場原理で成

り立ってきた民間回収システムの市場原理が働

かなくなったことで 古紙の価値はどんどん

低下していった。

このように古紙の需給は売り手市場から買い

手市場へと移行し，2002年11月時点での製紙

メーカー購入価格は新聞紙11円/kg，段ボール

８円/kg，雑誌が7～8円/kgとなり，ここから

問屋コストの約7～8円/kgを引くと古紙回収

業者から問屋が購入する価格は新聞が3～4円/

kg，段ボール0～1円/kg雑誌は０円/kgとい

う状況になった。つまり，現在，古紙回収業者

は販売では利益を上げることができなくなって
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図１ わが国の古紙回収率と利用率

（出所）日本製紙連合会 「古紙 その価値ある資源

の活用に向けて」2001年ｐ.9



いる。

現在行われている集団回収における古紙回収

業者の収支実態は，１人１日2t車で3.5t回収

した場合，その内訳は新聞紙2,100kg（単価：

２円/kg），段ボール250kg（単価：0.5円/kg），

雑誌1,050kg（単価：０円/kg），古布100kg

（単価：０円/kg）であって回収売上高合計は

4,325円に過ぎない。そして，車両維持・管理・

燃料等の経費3,000円を引くと1,325円しか残

らない。この古紙業者は行政から補助金9,400

円を受け取るので，10,725円が１日の収入であ

る 。

以上から，現在の古紙回収業の経営状態は健

全な状態とは言い難い。行政からの委託回収を

受けた場合でも低価格の影響は同じように受け

るため，補助金を足してようやく１人分の人件

費が出るといった現状である。また，行政から

の委託回収を受けていない場合には当然価格の

低迷をまともに受ける。大量の古紙を集めても

その分多く経費がかかるため，利益を上げるこ

とは困難である。委託の有無に関わらず採算の

取れるにはほど遠く厳しい現状となっている。

ここで，日本製紙連合会作成の図１と紙業タ

イムス社作成の図２の間に存在する矛盾を指摘

しておく必要がある。図１によれば1990年以降

99年まで，古紙利用率は回収率を上回ってい

る。つまり，需要は供給より大きいこととなる。

しかし，図２によれば，同時期で古紙価格は連

続し値下げ傾向を示している。つまり，事実は，

需要は供給よりも少ないのである。回収率は実

績であるが，利用率は製紙会社の報告の平均で

あって，高めになっていると考えられる。

ⅲ 古紙輸出と中国での古紙市場の現状

ところで最近，中国などアジアへの古紙の輸

出が図３に示すように，さかんになっている。

1996年には輸出は約２万 tであったが，1998年

には約56万 tとなり，2001年には約150万 t

と著しい増大となった。

2002年７月現在，国内製紙会社は段ボール古

紙の買値を６月中旬，関東などで1kgあたり６

円（古紙問屋店頭）とした。一方，古紙輸出価

格では，指数となる関東製紙原料直納商工組合

の段ボール古紙輸出価格（古紙問屋店頭，コン

テナ積み込み）がタイ向けで1kg当たり12円

となった（日本経済新聞 2002年７月10日）。

国内製紙メーカーの買入価格と輸出価格の価格

差は２倍となった。

古紙輸出が活発になった背景には，中国など

アジアが現在目覚しい経済成長で輸出向けの衣

料品や家電製品を多く生産し，それらを梱包す

る段ボールが不足したことで，その原材料であ
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（出所）紙業タイムス社 『紙パルプ産業と環境2002』 pp.172～173より作成

＊価格は，東京近郊製紙メーカー工場着の年平均価格である



る古紙が必要になったためである。これまで中

国の古紙輸入先はアメリカがほとんどを占めて

いた。しかし，日本の方が近隣であるので上海

までの場合，納入までに１週間から10日で到着

するため，注文から納入までの期間が短くて済

むことや，古紙の価格がアメリカよりも安いと

いう理由で，最近では日本からの輸入が増えて

いる。また，中国の多くの製紙工場で使われて

いる機械は，日本の製紙メーカーの使い終わっ

たものを輸入し再利用している。そのため，古

い設備を使うことになり，現時点ではまだ異物

を除去する機能が充分に整備されていない。日

本の古紙は異物の混入が少ないため原料として

利用しやすいのである。

アメリカの古紙の場合は再生紙の混入が少な

く，繊維が長くて品質は良い。しかし，古紙回

収を「ごみ業者」がしているため，製紙工程を

撹乱する異物（禁己品）が大量に混ざっていて，

新聞，雑誌，段ボールなどの分別さえされてい

ない。これに対して，日本の紙は古紙混入率が

高く，繊維は短くて品質は落ちるが，日本で資

源を「くず屋」が集めてきたという歴史がある

ため，分別がしっかりしていて，古紙の中への

禁己品の混入が少ない。同じ古紙でも扱い方で

「ごみ」にも「くず」にもなるのである 。

加えて，古紙の均質性については，日本の古

紙は何処の地区の古紙も，業者の選別がきちん

としているのに対し，アメリカの古紙は州に

よって質が異なり，均質性の面においても日本

の古紙には信頼性がある 。このように日本の

古紙は，製紙工程に向いているにも関わらず，

過剰供給により日本国内では充分な商品価値を

付けられなかったが，アジアでは商品価値が充

分あるものだと認められるようになった。そし

て，日本の古紙問屋も輸出価格が国内価格を上

回ったことで利益が得られることが分かり，余

剰古紙の在庫が処分できて輸出に拍車をかけた

のである。

中国の経済成長は，日本の古紙余剰問題を解

消する糸口となった。ところが，2002年８月に

関東製紙原料直納商工組合の輸出段ボール古紙

価格は８月積みで1kgあたり9.7円（古紙問屋

店頭）と前月比2.3円安となった。その理由と

して，古紙の値上がりを見越して買い集めてい

た中国などのブローカーが放出を始めたこと

や，中国の一部の地域では高値を好感して国内

の古紙が集まり，余剰になったために古紙は急

反落した（日本経済新聞 2002年８月10日）。

そして，９月，国内古紙価格は値上がりして７

円/kg（日本経済新聞 2002年９月６日）とな
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図３ 古紙輸出量推移

（出所）週刊ペーパーアンドウエス 2002年11月４日 より作成

＊2002年は９月までの輸出合計である



り，段ボールの輸出価格は値下がりして8.5円/

kgとなり価格差は約20％となった（日本経済

新聞 2002年９月10日）。その後，段ボールの

輸出価格は，10月には10.2円/kgとなり，11月

には11円/kgと価格は上昇したが12月には

9.65円/kgと反落した（図４） 。

日本の古紙は，2001年にはまだ過剰供給であ

り，輸出価格も捨て値同然で捌かれていた。し

かし，2002年には国内製紙メーカーの古紙在庫

は減少し，王子製紙春日井工場での2002年12

月には同工場の古紙在庫率は20％（約３日分）

となり ，国内各製紙メーカーは古紙の在庫確

保のために古紙買入価格を引き上げることに

なった。これは輸出価格の上昇により，以前は

硬直していた古紙の市場が，最近ではこうした

動きを受けて活発になってきている。

ところが，古紙の輸出量は図５に示すように，

2002年に入ってから５月をピークに下降して

いる。９月にはピーク時の５月から見て60％減

となっている。その理由として，輸出価格の値

下がりや，国内価格にスポットやプレミアム価

格が出てきたことで，輸出玉がかなり国内に還

流したなどによる，といわれている 。

これは，６月以前に中国のブローカーが古紙

を買いすぎたために，現在は古紙の調整期間に

なっただけで一時的な減少と考えられてい

る 。

中国への古紙輸出に対する考え方は，業者に

よって異なるが，2008年の中国で行われるオリ

ンピックまでは中国の経済発展は続くだろうか

ら，この頃までの古紙の輸出は順調に行われる

だろうと期待されている 。その後，古紙の輸

出量はある一定状態になると思われる。その理

由は，現在，中国の古紙市場はその機能を成立

させつつあり，中国国内で古紙がある程度まと

まって集められるようになるからである。

中国の製紙業界は，現在すでに紙・板紙の生

産高はアメリカ，日本に次いで世界第３位で

あって，2000年には3,090万 tを生産した。そ

して，段原紙設備を2001年の大増設に続いて，

2002年も年産150万 tの設備が操業開始を予
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図４ 段ボール古紙輸出価格推移

（出所）古紙ジャーナル 2003年１月６日 より作成

＊データは関東商組の輸出価格である

（出所）古紙ジャーナル 2002年11月11日 より作

成
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定されている。広東省を中心に段ボール工場の

新設が2004年までに多く行われる予定であ

る 。最近では，中国の古紙市場が発展してき

て，古紙の市場価格は段ボール700～800元/t

（日本円で11.2～12.8円/kg）であり，新聞紙

1,250元/t（日本円で20円/kg）となっている。

１日に2,500～3,000tを扱う上海地区にある

富市の古紙市場では，メーカー500社とバイ

ヤー2,000名が毎日取引を行っている 。

また，日本の段ボールメーカー各社も中国で

の生産を拡大し，大日本紙業は2005年をメドに

中国での工場新設を検討している（日本経済新

聞 2002年８月29日）。レンゴーは2003年に

中国などに工場を新増設し，アジアでの事業を

拡大し，段ボールの増産を計画している（日本

経済新聞 2002年 11月７日）。中国や東南ア

ジア各国では古紙価格は高いけれど，人件費が

安いためにトータルコストが安く済むことか

ら，製紙工場が増設されていると考えられる。

中国には日本の４倍のマーケットが形成されつ

つある というように，中国の古紙業界は市

場・製紙業界ともに発達しつつあるといえる。

今回のような日本の古紙輸出に関する急成長

とは，経済発展途中である中国の特殊な現象で

ある。今後中国での古紙回収量が順調に行われ

ることになれば，その需要はすぐに満たされて

しまうため，いずれ日本古紙の需要の伸びは止

まることとなる。中国など輸出先の国内で古紙

が充分まかなえる状態になる日は遠くないであ

ろう。その他では中国などのアジア諸国での経

済成長の定常状態が訪れた時に，集団回収や行

政による回収をこのまま続ければ，日本の古紙

業界はふたたび古紙余剰問題の壁に突き当たる

可能性がある。

2003年３月には，中国では日本からの古紙の

輸入を敬遠し，米国からの輸入を増大させてい

るという。その理由として，日本は国内メーカー

を大事にするが，一方米国は市場原理で動くた

め，輸入する立場の中国から見ると米国のほう

が買いやすいというのである 。

ⅳ 製紙メーカーの技術向上

古紙の余剰問題を取り上げるにあたって，現

在の製紙メーカーの技術を知る必要がある。

例えば一昔前には，シュレッダーにかけたオ

フィス古紙は，紙の繊維が細かく切れて，製紙

原料としては向かないということで，事業系廃

棄物として処分されていた。ところが最近では

シュレッダーにかけた古紙も再生しようという

動きがある。幅3mm以上あれば，シュレッ

ダーにかけたものでも，原料として使うことは

可能であるという。しかし，製紙工程において

の紙切れの心配がある 。

また，古紙を製紙原料として利用するには，

印刷されたインクを除去する必要がある。王子

製紙では1970年代から古紙の脱墨（DIP）技術

の開発を進め，更に洋紙への古紙配合を増やし

ていくために，脱墨設備の増強を行ってい

る 。最近では，大昭和製紙は白色度の高い脱

墨パルプ製造設備を導入した。これはPPC用

紙を製造するのだが，原料として，白くて繊維

の長い上質な古紙を使わず，雑誌古紙25％，新

聞古紙75％の割合でも製品を作ることができ

るようになった（日経産業新聞 2002年10月

10日）。つまり，質の低い古紙からでも白色度の

高い紙を製造できるというもので，今までは廃

棄されるような古紙でも製紙原料として一応使

用可能になったといえる。

例えば，紙コップや紙製容器包装などは，他

の種類の古紙と混ぜて使用すると，その処理は

困難なものとなってしまう。けれど，紙コップ

なら紙コップだけで，紙製容器包装なら紙製容

器包装だけ，というように質の低い古紙でも単

一に使用するならば，そのパルプ化は可能にな

る。しかし，質の低いものを原料として使用す

ると不純物除去，脱墨など紙の各工程で廃棄物

162 第４巻 第４号



を大量に出してしまうことになる 。つまり，

古紙リサイクルは余分な廃棄物処理工程と費用

が必要となり，純パルプから生産するよりも高

価になってしまうのである。

ⅴ カスケード・リサイクル

製紙工程で繊維が短くなって，紙としては使

えないものはパルプかすとして除去される。質

の悪い紙を原料として使えば，その量は増加す

る。これらは，家電製品や果物のなどの緩衝材

として使用されている。何度も使用されて繊維

が短くなった質の悪いものは，“より下位の用

途”へリサイクルに回すという方法がなされる

のである。これをカスケード・リサイクルとい

う 。

集団回収等が進むと過剰供給に伴い，再生品

が増加することで質の悪いものも多く集まるこ

とになる。その結果，パルプかすはその量を増

大する。ということは，再生資源の使用量の拡

大を行う必要がある。ところが，その需要量の

増加には限界があり，再生資源は余ってしまう。

つまり，カスケード・リサイクルには限界があ

る。

ところで，今の日本はパルプかすを含めて利

用率として出されているので，現在の利用率を

増やそうとして，グリーン購入法を制定して，

官庁などにリサイクル品を高価に購入させた

り，下位の用途の拡大を図っている。ところが，

過剰供給で古紙業者が行き詰まったと同時に，

利用用途にも行き詰まりが起きている。カス

ケード・リサイクルは，「環境を守るためのリサ

イクル」から「リサイクルのためのリサイクル」

に転化した典型的な例である といえる。

結局，ものとして技術的にリサイクル可能で

あることと，それが経済的に成り立つというこ

ととは，別のことであるといわなければならな

い 。需要を超えて供給し，経済的に成り立た

ない物品は，有用であっても使用されることは

なく，結局廃棄物となる。ところが，リサイク

ル行政とリサイクル運動は，この重要な流れを

理解できず，古紙を過剰に集めて供給し，古紙

の市場を破壊してしまったのである。

ⅵ 京都議定書と古紙リサイクル

古紙利用の増加に伴い，製紙産業の二酸化炭

素（CO）排出量の増加が問題となっている。日

本製紙連合会によると，製紙産業のCO 排出

量は90年を基準として，99年度は94.4％で

あったが，古紙の利用増加が原因で，00年度は

94.8％，01年度は96.0％と増加し続けており，

このままでは製紙業界は京都議定書の目標を達

成できないという。

製紙工場は，エネルギーの多消費産業である。

巨大な煙突から莫大な水蒸気を排出している。

木材チップからパルプを製造する場合，通常は

紙1tあたり約240万 kcalのエネルギーが必

要である。しかし，パルプにならないチップの

成分（リグニンなど）を燃やしてこれを満たし，

石油などは使わなくてもよいから，CO の発生

を考えなくてもよい。

一方，古紙からパルプを製造する工程では，

必要なエネルギーは1tあたり約50万 kcalと

少ないが，そのすべてを化石燃料に頼っている。

そして，石油は石炭の1.3倍の費用がかかるの

で，石炭を使用して，さらにCO 排出量が増え

ることになったという（毎日新聞2003年４月４

日）。

リサイクルを推進すれば他の資源を消費し，

他の廃棄物を発生するという当然のことが京都

議定書との関連で明らかになったのである。

Ⅱ 自治体の指導による古繊維の回収

ⅰ 古繊維業のはじまりと現状

古着はかつて製紙原料として利用されていた

ので，中古衣料・古布は古紙業者と密接に結び
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ついている。昔の古布は原料が木綿であって，

現在のようなポリエステルなど化学繊維の混入

がなく，製紙原料になったことから有価物とし

て集められていた。

ボロや古着，古道具などを扱う業者は江戸時

代から大勢存在した。そして，使用済み衣類や

布類を専門に扱う仕事（古繊維再生業者）が成

立するのは明治以降，近代産業の発展にとも

なって量的にまとまった新しい需要が生まれて

からである。それは図６に示したように製紙工

業であった。

明治初年に日本に初めて設立された製紙工場

は木綿や麻のボロを原料に使っていた。した

がって，当初の製紙工場はボロを集めやすい東

京や京阪神に集中していた。王子製紙の名前の

由来は東京の王子に工場が作られたからであ

る。やがて，わらパルプの混用が始まると，「わ

ら半紙」工場は農村に設置され，明治22年には

最初の国産木材パルプ工場が静岡県に設立され

る。それでも明治36年ごろのボロパルプは，全

体の20.5％を占めていた。

現在では古布は木綿100％のものは少なく化

学繊維が主流のため，製紙原料としては使用さ

れておらず，その他に利用されている。その代

表が工場ウエスである。ウエス（waste廃品）と

は，工場の油拭きなどに使われる雑巾のことで

ある。ウエスの主原料として肌着，Tシャツな

どの綿製品が使われており，ある程度まとまっ

た需要ができたのは明治10年半ば頃で，日本郵

船や大阪郵船で使用され，やがて工業発展と並

行してウエスの需要は伸びていく。さらに，日

清・日露戦争がその需要に拍車をかけた。また，

第一次世界大戦後には輸出が本格化し，ウエス

は製紙原料と並んで，ボロ業界の主力商品と

なった 。

ところが，古紙を原料としたウエスが開発さ

れ，市場に出回りはじめた 。また，不況下で

古繊維は自治体の分別回収の増加によりその供

給が過剰となった。そのため取引価格が下落し，

同時に古繊維中に化学繊維の不能品が増加して

その処理費用も増えた。さらに，ウエス需要は

減少している。まず，日本の産業はウエス消費

の少ない通信産業などへ移行した。そして，ウ

エスを大量に消費した自動車業界は工場を中国

に移しつつある。そして海外から安い新品の布

ウエスが輸入され始めた。そのため古繊維業者

は構造不況に直面することとなったのである。

ⅱ 中古衣料のリサイクル

イ，国内リサイクル

戦前から戦後の復興期，昭和40年代の高度成

長期までは，新品衣料の不足を補う形で，国内

で発生した中古衣料に対し一定の需要が存在し

ていた。ところが，経済成長を通じて衣料品が

大量に生産され，低価格で品質が安定した衣料

品が国民生活に浸透すると共に，中古衣料の需

要はなくなり，古着屋は次第に衰退していっ

た 。現在では国内で古着屋やフリーマーケッ

トなどでリサイクルされるのは質の良いものや

ブランド品といったものに限られている。

現在の古布の流れは，消費者団体などがリサ

イクルショップなどに回す外は，古紙問屋に一

括して引き渡され，ここで分別がなされ，ウエ

スとして利用，その他の利用，不能品に分けら

れる。その行方は表１のとおりである。
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図６ 過去の古布の流れ

表１ 古着・古布のゆくえ

贈与

（バザー・リサイ

クルショップ）

再利用 雑巾など
その他

の利用
不要品

5％ 10％ 10％ 9％ 66％

（出所）月刊廃棄物 2002年２月号p.29より作成



これによればリサイクルショップなど中古衣

料のリサイクルはわずか５％で，ウエス利用と

再利用を含めても25％とリサイクル率は低く，

66％の不能品がごみとして捨てられている。

回収された古繊維の用途として，1996年頃ま

ではウエスが最も多かったが，古繊維供給量の

増加，再生処理能力の限界，再生製品の需要の

低迷，不況による生産量の低下などの理由に

よって，ウエス，反毛への再生割合は減少して

いる。

このように，回収された古布の大部分は不能

品であり，事業系廃棄物または産業廃棄物にな

る。東京都福生市では，資源として回収された

中古衣料等が一部焼却されていたとして問題に

なった（毎日新聞 2001年10月16日）。資源と

して回収される物の中の大量の不能品を焼却す

ることは本当に環境的に問題があるのだろう

か。市民感情は資源として回収したのになぜ，

という疑問があることは理解できる。しかしこ

れは，古紙の余剰問題と同じ結論である。ノウ

ハウを持つ業者が選別し，その結果需要がなく

はじかれた物はもはや資源ではない。

また，輸入による新衣料品の価格の低下とそ

れによる化学繊維供給量の急増によって，リサ

イクルできない古繊維が増加するようになっ

た 。この不能品を分離分割し，その中から木

綿成分を得ることは技術的には不可能ではな

い。しかし，不純物の混入は避けられず，また

その費用は膨大となり，輸入される新品のウエ

スに到底対抗できない。

ロ，輸出

集団回収，自治体による資源回収から回収さ

れたものを，ブランドものや良質なものはリサ

イクルショップへ，その他は古紙問屋がシンガ

ポールや香港などに輸出している。

中古衣料の輸出が始まったのは1960年代後

半からである。かつてはウエスの輸出を行って

いた貿易商社が，ウエスに代わって中古衣料の

輸出を手がけるようになり，需要が拡大して

いった。アジア諸国に輸出される理由として，

日本人と体型が近いということである 。そし

て，これらの国々ではハンカチや靴下，そして

下着などの肌着類が必要とされていて，これら

は単価が低くそのままで使用価値があり貴重な

商品であった 。

日本繊維屑輸出組合の調べでは，中古衣料輸

出量合計は1989年から1999年まで約45万 t

から約70万 tと約65％増であるのに対し，輸

出高合計は，同期間で約51億円から約49億円

と４％減となっている。

現在では，古紙問屋が中古衣料を品物別に分

けて100kgずつ梱包し，その7～8割を海外に

輸出している。ある問屋では，月間20～30tの

中古衣料を仕分けして梱包，海外に輸出してい

る。衣替えの時期が最も多く，5～6月には倍の

50～60tを出荷するという。うちシンガポール

が６割，香港が３割，パキスタンが１割を占め

ている。現在，収入は梱包して1kgあたり50円

になるという 。

輸出には問題点もあり，東南アジアでは日本

よりも気温の高い国が多いため冬物衣料の需要

が少ない。一方，冬物需要の必要なロシア，中

国への輸出については，ロシアは体型が日本人

と異なるので利用できず，中国には輸入制限の

影響で輸出が順調に進まないことが挙げられ

る。また，宗教や生活習慣の違いから人気のな

い色・形があるため，輸出だけでは捌くことの

できない中古衣料が出てきてしまうことなどが

ある。そして，取引国の多くが発展途上国であ

るという点から，為替相場や相手国の内乱等に

より経済状況が変化することがあり，その影響

を受けやすいということも挙げられる 。

ところで，東南アジア各国で繊維産業が急速

に立ち上がり，日本からの中古衣料の需要が急

速に落ち込むことになった。そのため，中古繊
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維類の輸出推移は，1985年には29億円もあっ

たが，1990年には17億円と４割減となり，1995

年には５億円と急落し，2000年には５億円と維

持したが，2003年には３億円になってしまっ

た 。

ⅲ 中古衣料リサイクルの問題点

分別回収，集団回収，民間回収 から集めら

れた中古衣料は業者が選別し，すでに述べたよ

うにリサイクル（リユース・リメイクを含める）

されていく。ボロの回収量は，故繊維業者の推

計で，1999年は26万1000t，2000年は34万

5000tとなっている。2001年には48万2000t

と増加しつづけている。行政は，この全量を回

収業者に引き渡している。ところが，これら集

めた物が全てリサイクルできるわけでなく，業

者のはじいた物はいわゆる不能品でそれらは事

業系一般廃棄物扱い，または「繊維くず」とい

う産業廃棄物として処理される事になる。不能

品の量は，集団回収や行政回収がされるように

なって以降増加し，それに比例してその処理費

用も増加している。その処理費用を負担する回

収業者は，この影響を直接受けてしまうため苦

しい状況にある。1991年の数字では，不能品の

混入率を計算すると約12％。それが1999年

13％，2000年29％と猛然に増えた 。表１によ

れば，不能品は現在66%である。

回収業者はこの過剰な不能品の供給を受け

て，その処理費用（10～20円/kg）が負担となり，

経済的に逼迫した状況にある。以前ならば，回

収業者は各戸訪問して回収品を購入していたか

ら，不能品を引き取る場合はサービスだったた

め，本業を圧迫してまで引き受けることはな

かった。

しかも，これら不能品を無理にリサイクルへ

まわしても，コストだけが多くかかってしまい，

出来上がった製品にはそれほどの価値がないと

いう結果になる。この場合，無理なリサイクル

を選択するより焼却し，できれば発電など熱利

用，すなわちサーマルリサイクルをする方が経

済面にも環境面においても望ましいと思われる

が，前述したような社会の常識から拒絶され，

妨害されている。

最近，ISO14001 がウエス業界を直撃して

いる。今までは，工場では油などを拭くための

古布ウエスが使われていたが，ISOにより廃棄

物の発生抑制を強いられて新品の輸入レンタル

ウエスに切り替えたために需要が減少してし

まったのである 。集団回収等で再生資源の回

収量を増やし，その使用拡大を促すためのグ

リーン購入法が施行され，積極的に再生資源の

需要拡大政策をする一方で，ISOが新品の綿で

作ったレンタルウエスを採用させることになっ

て古布の需要を減らすという奇妙な現象が起き

ている。すなわち，古繊維業界は構造不況に加

えて，行政が古布の供給を増やし，ISOが古布

の需要を減少させた結果，市場の需給バランス

がますます不均衡となり，適正価格が維持でき

ず，古紙・古布業者の廃業問題となってしまっ

たのである。

そして，レンタル会社が回収する古布は洗浄

の時，洗剤と水を消費して汚染水を排出し，最

終的には産業廃棄物，または事業系廃棄物とな

る。何がどこで廃棄物になるかを検討すること

なく，「リサイクルは正しい」として実行する愚

かさを示す一例である。

Ⅲ 行政のリサイクルによる問題点

ⅰ 市場原理の欠如

行政のリサイクル事業及び法制度によるリサ

イクルへの介入は“非営利”であっても遂行す

べきものとされている。このことは，リサイク

ルでは儲けてはいけない，リサイクルにはお金

がかかることなのだという偏った考えを多くの

人に植え付けた。しかし，これは大きな誤解で
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ある。回収業で儲けて生計を立てる市場経済は

古くから存在していたのである。

行政がリサイクル事業を始めた理由として，

表向きは省資源を促す環境保護だった。年々増

加傾向の廃棄物は焼却場や処分場に溢れかえ

り，それが行政の悩みであり，この対策として

“分ければ資源”を合言葉にリサイクルを呼び

かけた。廃棄物処理施設や処理場が機能しなく

なると市民は，自分たちに及んでくる影響は大

きくなり，今までの便利で快適な生活を犠牲に

しなくてはならない可能性が出てきた。いわば，

今まで廃棄物処理は行政にまかせっきりであっ

て，廃棄物は出したら全て行政の収集車が回収

することが当たり前だったのに，廃棄物問題が

自分自身に降りかかってきたら困惑するのも当

然である。快適な生活が犠牲になるよりは，行

政のいうリサイクルに協力して，生活を維持で

きればこの問題は解決するだろうという一般的

な認識が広まった。こうして個人個人の意識・

行動が発展しリサイクル運動につながったと考

えられる。

このように，行政は市民にリサイクル推進意

識を芽生えさせることに成功したといえる。市

民も資源回収運動などに協力することで行政に

応えた。こうして行政のリサイクル事業は順調

に進められた。

一方，回収業者たちはどうだっただろうか。

行政のリサイクル事業は古紙業者にとって古紙

がまとまって提供されるうえに，無料で入手で

きてしかも補助金をもらえたから一部の業者は

これを歓迎し，これを回収ルートの一つにした

と予想される。しかし，行政のリサイクル事業

を受け入れたことで，古紙の需給バランスを失

い，市場価格が崩壊状態になり，後に回収業者

達が困惑する原因となる。そしてその困惑はい

まもなお続いている。

行政のリサイクル事業のもともとの出発点

は，廃棄物をリサイクルにまわせば深刻化した

廃棄物問題が解消できる，といったような安易

な考えに基づき，行政のリサイクル事業はそれ

にかかる諸経費に多額の税金を投入することで

これを運営している。

しかし，行政の古紙リサイクル事業は，回収

のみに止まるので，古紙を過剰供給してしまい，

この結果古紙市場への需給バランスを壊した。

これでは社会的に大きな仕事を果たしたとはい

えない。そして，官営の活動は非営利のため，

利潤を追求しないから，民営に比べて官営のコ

ストは約10倍かかり，効率的ではない。例えば

名古屋の場合，リサイクル事業を始めたことで，

ごみの処理費用は277億円（1998年度）から309

億円（2001年度）へ32億円も増えてしまった。

古紙の回収については，名古屋市はこれをして

いないことになっている。しかし，古紙の集団

回収をする市民団体や回収業者に補助金を支

払っている。その支給方式は複雑で，子供会な

どには雑誌６円/kg，その他４円/kg，学区回収

で各戸方式なら団体に対して１円/kg，回収業

者に４円/kg，ステーション回収ならば団体に

３円/kg，回収業者に２円/kgとなっている。リ

サイクルステーション回収なら，従量制で１回

につき10,000円＋5,000円×t数である 。総

額で４億円程度を名古屋市は支出している。リ

サイクル事業による費用増加のひとつである。

名古屋市は市が直接回収するより安上がりと

いっているが，名古屋市の補助金支出により市

民の労働が安く買われていることを示している

に過ぎない。もともと古紙は有用資源なのだか

ら，集団回収などしなければ，市民が直接回収

業者に売ることができるはずのものである。以

前はそのようにしていたし，後に詳しく述べる

が，現在でも東京や横浜では古新聞紙はトイ

レットペーパーに交換されている。

これらの補助金は税金から捻出しているのだ

から無駄遣いである。民営の業者が営利を追求

して行えばコスト面においても労働面において
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も高効率になり，うまく資源を循環することが

できるのである。

行政のリサイクル事業で行われている古紙回

収は，古紙市場とはほぼ無関係に古紙を回収を

するため，古紙量を調節する機能がない。つま

り，古紙が過剰になった時，民営の業者は古紙

価格を下落させないように回収量を抑えようと

するが，官営の場合，過剰供給になってもなお，

集め続けてしまうことで古紙価格が下がる。こ

れに加えて，古紙の選別機能もないことが，廃

棄物同然の古紙でも古紙として回収されてしま

うために，利用できない紙の混入した古紙はた

とえ上質紙が入っていても，一律に安い価格で

取引される。その代わり，粗悪品が混入してい

て製紙工程は複雑になり，全体としての費用は

高くなるのである。

市町村の行うリサイクル事業には，営利活動

という市場原理の基本的な視点が欠けている。

これが，官営の問題点である。

ⅱ 再生資源の過剰供給

既に述べたように集団回収が進めば，古紙余

剰が問題となる。古紙リサイクルを軌道に乗せ

るためには，回収（＝供給）に力を入れるだけ

では不十分，という考え方は当然出てくる。つ

まり，需要に力点をおこうという主張である。

再利用の古紙需要が大きくなれば，需要曲線は

右側にシフトするので，古紙の回収も円滑に行

われる。そこで財政的な援助が行われるべきで

あろう という考え方となる。ところが，どの

ように財政援助を支援すれば，古紙利用の需要

が増えるのか明らかにしていない。例えば古紙

を低価格で製紙工場に提供することは，回収業

者への補助金としてすでに実行済みである。こ

の上，古紙問屋にも補助金を出して製紙工場へ

の価格をもっと下げるというのであろうか。し

かし，市場にとって本来必要のない資金投入は，

市民の税負担を増すことを意味しているし，市

場もこの資金投入は製品の過剰生産になり市場

を混乱させてしまう原因となるために，良い結

果を生み出すことはできない。

供給が増えたので，需要も増やそうというこ

とは，過去の大量消費社会を反省し資源循環型

社会へ転換しようという目標さえも見失ってい

る。つまり，正常に機能している市場への税金

投入を行う意味は全く無いといえる。

Ⅳ 古紙業にも経済学を

この最終章では，今後の古紙回収業者に対す

る行政のリサイクル事業のあり方を論じて，古

紙業界の円滑な循環を進めるための提言を述べ

る。

ⅰ 古紙業にも需給の経済学を

繰り返すが，行政が古紙業界へ介入する以前

の古紙業者は，純市場経済として活動していた。

回収業者は各家庭の古紙を有価物として扱い，

金銭やトイレットペーパーなどと交換し，それ

を古紙問屋へ売り，古紙問屋は製紙会社へ売る

ことで各々が利益を上げていた。製紙会社も

バージンパルプを買うよりも安く原料が手に入

るため得をしていたといえる。

しかし，従来のリサイクルシステムに行政や

リサイクル運動が回収段階にのみ介入してき

た。行政やリサイクル運動には資源の供給を調

節する能力はなく，これにより古紙は過剰供給

されてしまい，本来資源であった古紙の価値が

なくなり，無料の資源となる。経済学ではこれ

を自由財（free goods）という。結局，資源の

供給調節能力を持っていない行政やリサイクル

運動の回収活動は，需要以上に供給を進めてし

まうため，回収品を低価格の自由財にすること

になる。

それは，古紙を需要以上に回収を進めてもそ

れは余剰なものであって，決して資源とはなら
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ないことを意味している。また，資源収集に参

加する市民団体は，団体運営資金確保のために

行政の補助金を当てにしているので，資源を高

価に買い取ってもらうための努力などせず，市

民が出しているものを集めてくるだけである。

資源回収は，不純物が混入していると問屋で引

取価格が値切られるので本来なら回収しないの

だが，業者にも行政の補助金が出ているので品

質が悪くても引き取り ，無料で供給してい

る。市民から集めた税金は有効に使われていな

いのである。

日本の紙は昔から古紙混入紙であった。2000

年において，新聞紙は，原料パルプに古紙を

60％混ぜて作っている。印刷・情報用紙では

21％，衛生用紙では63％の古紙混入率である。

新聞用紙や印刷・情報用紙紙の「紙」では32.1％

の混入である。段ボール原紙99％，紙器用板紙

87％の古紙混入率であり，「板紙」では89.5％で

ある。わが国の古紙利用率は全体として57％で

ある 。つまり，紙の用途によって古紙の混入

率は異なるものの，日本の紙は平均して原料１

と古紙１を混ぜて作っていた。したがって，古

紙を再利用する場合に，原料として必要な古紙

は約半分といえる。したがって，半分以上回収

してはいけないにもかかわらず，古紙利用を上

回って回収を進めれば古紙は当然と余剰してく

る 。

この余剰した古紙の新たな利用用途として，

古紙から生分解性樹脂を作る技術の開発をし，

これを2007年頃に包装材や産業資材などの幅

広い用途を開拓する（日本経済新聞 2002年11

月８日）。また，汎用樹脂であるポリプロピレン

に古紙などを配合し，汎用樹脂に比べ折り曲げ

強度や耐熱性を1.5倍から２倍に高めた新素材

の開発（2002年11月21日 日経産業新聞）な

ど，新素材の開発を進めている。ところが，こ

れらの技術開発による用途拡大の限界があるだ

けでなく，その分野の古紙需要を減らすことに

なる。

行政は補助金によるリサイクル事業を進め

て，その結果，古紙業界の需給バランスを崩し

ており，現在では経済活動と呼べる状態でない。

つまり，市場の失敗を補うため行政の介入を認

めることが経済学的に正しいとするのならば，

本来市場に任されていて，市場の失敗が起こっ

ていない市場に，行政が介入することは全くの

誤りである。

また，集団回収で集められた古布もすべて古

紙業者扱いで，その問屋への売値は０円/kgで

ある。現在の古布は多種類になっており，加え

て集団回収で多く集まりすぎたこともあり，そ

の仕分けには余分な労力がかかってしまう。し

かも，その6～7割程度は「ボロ」ではなく，引

き取り手のない「ごみ」で，これは産業廃棄物

または事業系廃棄物扱いとなり，その処理費用

は10～20円/kg必要で，古紙回収業者の経営を

さらに圧迫し，廃業に追い込んでいる。

さて，資源循環型社会を目指す法律や制度が

あって自治体が集団回収を推進しても，結果と

してノウハウ・知識・情報を持っている民間業

者を失うとその効果は発揮されない。適切な分

別収集をして，その価値を適切に判断し，市場

経済内で捌くことは自治体にはできないからで

ある。

自治体におけるリサイクルの目的は省資源に

よるごみ減量であり，古紙業界におけるそれは

商売（経済活動）である。つまり，環境問題を

議論するうえで，“～運動”といった精神的方向

へもっていくことでは，環境問題を解決するこ

とはできない。全てのリサイクル活動において

も，こうしたことを行う人々の判断を誤らせ，

地球環境の悪化や資源枯渇，特に石油枯渇を引

き起こすきっかけになりかねない。つまり，資

源枯渇論や資源収奪による環境破壊論に対して

「もしもその通りだったとしたら，手遅れにな

るかもしれない」との予防の原則を掲げて，あ
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せって行動を始めることは最悪である。実行す

る前に，当否をまず考えることである。もしも，

間違っていた時，取り返しのつかないことにな

るだけでなく，より本質的な問題を放置するこ

とになるからである 。

ⅱ 古新聞は新聞社の自主回収へ

ところで，一般廃棄物の中で最大の発生量を

示すものは古紙である。その古紙の中で最大の

発生量を示すものは古新聞紙である。これは新

聞社が生産し，家庭や事業所に販売し，そこで

消費されることにより発生する。多くの場合，

これを市町村が税金を投入して，直接的または

間接的に収集し，回収業者に引き取ってもらう

か，焼却処分している。つまり，古新聞紙の市

町村による収集と処分の費用負担は，新聞社と

消費者の間でなされる商取引という経済行為の

外部不経済となっている。

この外部不経済は，この商取引により利益を

得る者が負担すべきである。いわゆる「外部不

経済の内部化」が望ましい。これは，行政が新

聞社に古新聞紙の収集を命ずることによって可

能となる。この内部化は，いわゆる「拡大生産

者責任」 として議論されているものに対応

する。

この古新聞の自社収集を，行政に命令される

までもなく実行している新聞社がある。朝日新

聞は東京や横浜で，自社の販売店が扱う古新聞

紙と折り込み広告は他社（例えば日本経済新聞）

のものであっても回収業者との共同作業でほぼ

完全に回収している。回収業者は各戸収集で古

新聞紙10kg強でトイレットペーパー１個と交

換している。消費者は指定の日に指定の袋に入

れた新聞紙を門の前に置くだけでよい。なお，

折り込み広告は紙質が良いので，製紙工場では

この混入を歓迎している。

読売新聞も，朝日新聞との拡販競争のため同

様の作業をしたことがあるが，回収業者の作業

のために回収日の案内や指定袋の配布をしなけ

ればならず，その煩わしさのためこの方法によ

る拡販競争を中止した 。朝日新聞は意地でも

この回収を現在も続けている。

名古屋では，中日新聞も一部地域この販売店

回収をしているが，多くの地域では住民が指定

された場所まで古新聞紙を運ばなければならな

い。これは，住民にとって大きな負担となり，

指定日に出せなかった場合は破って可燃ごみと

して捨てることになる。

日本には行政の介入を嫌い，業界で語らって

自主規制する一般的傾向がある。この場合も古

新聞紙についての拡大生産者責任を業界の話し

合いで実行することが望ましい。つまり，この

拡販競争のための自社回収を，拡大生産者責任

による自社回収に切り替え，業界適合で実行す

ることによって，古新聞紙という廃棄物問題の

内部化が達成されることになる。各新聞社は廃

棄物問題解決のキャンペーンをしている以上，

行政による命令を待つまでもなく，市町村負担

から市場経済負担へ自らの責任を果たすべきで

ないだろうか。

リサイクル産業も他の産業となんら変わりな

く，以前のように市場経済で行われると高効率

で環境にもよい。ごみ問題や環境問題を解決へ

導くには，経済学的視野を欠くことはできない

のである。

ⅲ 行政の介入の制限

現在のような古紙回収業者に対する行政の介

入の仕方は，古紙回収業者にとって需給バラン

スを崩してしまうということで，良い影響を与

えなかったことを論じてきた。しかしながら，

もし現在のような資源回収や補助金などの行政

介入を突然一切中止した場合，古紙回収業者に

はどのような影響が及ぶのだろうか。

例えば，古紙回収業者に対して支払われてい

る補助金を今すぐ一切なくしてしまった場合，
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既に述べたように，古紙回収業者は行政から補

助金をもらうことで１日の収入が成り立ってい

るので，事業を続けていくことはできなくなる。

しかしながら，このままで良いはずもなく，古

紙回収業者は補助金を受け取らなくても経営で

きるようにする必要がある。

行政は，古紙回収業者の今の生活を支える政

策から，古紙回収業者が自立し経営できる政策

へと，政策の転換が望まれる。このように転換

するために行政がすべきことは，資源回収など

のリサイクル活動は中止して，行政の活動の範

囲を生ごみなど衛生処理にとどめることであ

る。それ以外は民営化する。廃棄されたものの

中で，価値のあるものは専門の業者の目で見極

められるため，価値があると判断されたものは

再資源商品として流通する。そして，この流通

活動が市場として成り立ち，ここでは取引する

場合に価格設定されるため，それによって古紙

回収業者は利益を得ることができて，昔のよう

に補助金をもらわなくても生活できるようにな

る。

行政のすべきことは，リサイクル事業でなく，

衛生確保という立場だけに立つことが重要であ

る。行政のリサイクル事業によって，無理に資

源回収した結果，古紙，古布が過剰供給された

ことが問題なのである。行政がこの過剰供給を

止め，余剰の廃棄物を焼却などで処分すること

で，古紙，古布は適正価格へと回復することが

できる。そして，最終的には補助金を廃止する

こともできる。

ⅳ 古紙市場の変化

2003年に入ってから古紙市場は徐々に変化

している。以前は古紙の過剰供給で古紙の価格

はほとんど無料の状況であったのが，輸出の増

加により，国内製紙メーカーでは深刻な古紙不

足になり，原料を古紙から廃材チップに移行し

ている。つまり，輸出による古紙不足で古紙価

格が上昇したため，より安く，そしてより容易

に手に入る建築物廃材に切り替えたのである。

このような古紙不足を背景に，王子製紙は古

紙購入窓口を一本化するための新会社である王

子古紙パルプセンターを設立した（古紙ジャー

ナル 2003年１月20日）。新会社の古紙の取扱

量は2001年の王子製紙グループの消費量から

試算すると，およそ452万 tにたっし，これは国

内の古紙の消費量の25.4％に当たる。大量に利

用する原料を安定供給するためにこの会社は設

立された。

2003年３月時点の中部地方の製紙メーカー

購入予定価格は新聞紙13円/㎏，段ボール８円/

㎏，雑誌７円/㎏と2002年11月時点からほとん

ど変わらないものの，最近古紙の実価格が全国

的に値上がり傾向にある。そのため固定化して

いた市場が流動化しつつあり，古紙業界と行政

の関係を修正するのなら，今である。つまり，

古紙業界が以前より「良い状態」にあるため，

古紙リサイクル事業からの行政撤退は各古紙業

者への影響が少なくすむであろう。

だが，これは古紙輸出増で得られる効果で

あって，海外で需給が安定化後に，再び日本国

内での古紙過剰供給問題が再発するであろうか

ら，行政の撤退をこの「良い状態」の間にして

おくべきであろう。

お わ り に

行政がリサイクル事業に取り組む根本の理由

には，やはり資源枯渇論やエネルギー不足，ご

みの焼却場の新たな建設の困難性とごみの最終

処分場の枯渇問題があるのだろう。そして，一

番良くなかったのはこれらの問題の解決方法と

して危機感で行動し，社会のシステムをリサイ

クルに向けることだけが取り沙汰されることで

ある。

環境の悪化を阻止しようとするために物を無
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駄にせず大切に使ったり，個人的な再利用する

ことを否定するわけではなく，もちろん大切な

ことだと考える。しかし，市民感覚のリサイク

ル，すなわち“もったいないの精神”だけでは

“環境のためのリサイクル”は成り立たない。

市場の失敗を補うために行政が介入することは

正しいが，本来市場に任されていて市場の失敗

の起こっていない市場に，行政が介入すること

は全くの誤りである。そして，行政の支出は安

価な古紙や古繊維の供給であって，民間企業と

しての製紙業者への援助であり，不当だといえ

る。古新聞の回収は，回収業者にすべて任せる。

例えば，東京などで行われているような新聞販

売店が集めることの責任を持つ，など，新聞社

は古新聞の発生に対して，拡大生産者責任を果

たすべきである。

今後の展望として，行政は古紙回収業者への

介入を最小限にし，再資源の流れをスムーズに

して，その市場を回復させることに絞る。つま

り，その活動の範囲を限定することである。こ

うすることで，行政は無駄な支出を抑え，古紙

回収業者も市場経済内で営利活動を行うことが

できるようになるというメリットがある。

以上述べた方法で，行政と古紙業者と市民が

各自の役割を的確に果たすことが，“資源循環型

社会”を構築していく鍵ではないだろうか。

注
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叢第３巻 第２号 2002年９月 p.97
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に向けて』 2001年 p.5

槌田敦「物質循環による持続可能な社会」 室田

武ほか編『循環の経済学』 学陽書房 1995年 p.

273

槌田敦「石油文明の次は何か」 名城論叢 第１

巻 第３号 2001年３月 p.94

拡大生産者責任とは，生産者または販売者の責任

を，製造物責任だけでなくその廃棄物責任へ延長
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細田衛士「拡大生産者責任の経済学」 細田衛士，
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105

槌田敦 「エコロジー神話の功罪」ほたる出版

1998年 p.38

指導教員の推薦文

名城大学経済学部教授 槌田 敦

この論文は，古紙と古布のリサイクルについて，詳しい調査に基づき，行政のリサ

イクル事業によって古紙価格が低下して古紙市場が壊滅し，行政が補助金を投入しな

ければ古紙のリサイクルができなくなったこと，などの問題点を摘出し，「市場の失敗

を補うために行政の介入を認めることが経済的に正しい在り方だとするならば，本来

市場に任せることで失敗の起こっていない市場に行政が介入することはまったくの誤

りである」と結論している。一貫した論述が評価される。
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